
前条例制定から10年が経過し、新たに、地域全体で中小企業及び小規模企業の振興のた

めの施策を総合的に推進していくことを明確にするために条例改正を行いました。

〇前文の追加　　　〇大企業、金融機関、教育機関等の責務や役割の明確化

〇「中小企業等振興会議」の設置　　　〇小規模企業への配慮の明確化

〇中小企業者等の努力の見直し　　　〇市の責務、基本的施策の見直し　など

　市は、これらの基本的施策を推進するため、

補助金の交付やセミナーの開催、相談窓口の設

置、各種メディアを活用した情報提供など、

様々な支援を展開していきます。
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